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LIA-501 液化石油ガス用流量検知式切替型漏えい検知装置検査規程 新旧対照表（平成 31 年 4 月 1 日改正） 

 

第２章 技術上の基準、検査の方法及び検査の合格基準（親子式差圧調整器に限る。） 

新 旧 
コメント 

技術上の基準（Ａ） 検査の方法（Ｂ） 検査の合格基準（Ｃ） 技術上の基準（Ａ） 検査の方法（Ｂ） 検査の合格基準（Ｃ） 

第２章 技術上の基準、検査の方法及び検査の合格基準（親子式差圧調整器に限る。） 

調整器検査規程第２章技術上の基準、検査の方法及び検査の合格基準に定める基準に、次の基準を加え

たものをもって、第２章の技術上の基準、検査の方法及び検査の合格基準とする。 

 

第２章 技術上の基準と検査の方法及び検査の合格基準（親子式差圧調整器に限る。） 

調整器検査規程第２章技術上の基準と検査の方法及び検査の合格基準に定める基準に、次の基準を加え

たものをもって、第２章の技術上の基準と検査の方法及び検査の合格基準とする。 

 

字句の修正 

（以降同様） 

１ 親調整器側の作動開始流量は、

本体に表示された流量で確実に作

動開始するものであること。 

 

１ 親調整器側出口に流量計を取り

付け、その出口側と子調整器側出

口を接続するとともに、さらにその

先端に流量計を接続し、出口流量

を徐々に増加させたとき、表示され

た流量の±0.38 ㎏/h の範囲内で

確実に作動開始するものであるこ

と。 

１ Ｂ欄に掲げる方法により検査を

行い、表示された流量の±0.38 ㎏

/h の範囲内で作動開始することを

確認したものをもって合格したもの

とする。 

 

１ 親調整器側の作動開始流量は、

本体に表示された流量で確実に作

動開始するものであること。 

 

１ 親調整器側出口に流量計を取付

け、その出口側と子調整器側出口

を接続するとともに、さらにその先

端に流量計を接続し、出口流量を

徐々に増加させたとき、表示された

流量の±0.38 ㎏/h の範囲内で確

実に作動開始するものであること。 

１ Ｂ欄に掲げる方法により検査を

行い、表示された流量の±0.38 ㎏

/h の範囲内で作動開始することを

確認したものをもって合格したもの

とする。 

 

字句の修正 

（以降同様） 

２ 子調整器側の最大流量は、本体

に表示された流量以下であること。 

 

２ 子調整器側出口に流量計を取り

付け、その出口側と親調整器側出

口を接続するとともに、さらにその

先端に流量計を接続し、出口流量

を最大流量としたとき子調整器側

の流量は表示流量以下であるこ

と。 

２ Ｂ欄に掲げる方法により検査を

行い、最大流量が表示流量以下で

あることを確認したものをもって合

格したものとする。 

 

２ 子調整器側の最大流量は、本体

に表示された流量以下であること。

 

２ 子調整器側出口に流量計を取付

け、その出口側と親調整器側出口

を接続するとともに、さらにその先

端に流量計を接続し、出口流量を

最大流量としたとき子調整器側の

流量は表示流量以下であること。 

２ Ｂ欄に掲げる方法により検査を

行い、最大流量が表示流量以下で

あることを確認したものをもって合

格したものとする。 

 

 

３  略 ３  略 ３  略 ３  略 ３  略 ３  略  

 

第３章 技術上の基準、検査の方法及び検査の合格基準（漏えい検知部（第４章で定めるものを除く。）に限る。） 

新 旧 
コメント 

技術上の基準（Ａ） 検査の方法（Ｂ） 検査の合格基準（Ｃ） 技術上の基準（Ａ） 検査の方法（Ｂ） 検査の合格基準（Ｃ） 

１～４  略 １～４  略 １～４  略 １～４  略 １～４  略 １～４  略  

５ 説明書への記載事項 

  設置取付けの方法及び取扱いの

方法並びにその他の注意事項 

５ 説明書に、技術上の基準に掲げ

る事項が記載されていることを目

視により確認すること。 

 

５ 目視により確認したものをもって

合格したものとする。 

 

５ 説明書への記載事項 

  設置取付けの方法及び取扱の

方法並びにその他の注意事項 

５ 説明書に、技術上の基準に掲げ

る事項が記載されていることを目

視により確認すること。 

 

５ 目視により確認したものをもって

合格したものとする。 

 

 

字句の修正 
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第４章 技術上の基準、検査の方法及び検査の合格基準（漏えい検知部（第３章で定めるものを除く。）に限る。） 

新 旧 
コメント 

技術上の基準（Ａ） 検査の方法（Ｂ） 検査の合格基準（Ｃ） 技術上の基準（Ａ） 検査の方法（Ｂ） 検査の合格基準（Ｃ） 

１ 本体に使用する材料は、次に掲

げるものであること。 

(1) 金属を使用するものにあって

は、耐食性のある金属又は表面

に耐食処理を施した金属であっ

て、す
・

その他使用上支障のある

欠陥がないものであること。 

 

１(1)a. 耐食性又は耐食処理につい

ては、JIS Z 2371(2015)塩水噴

霧試験方法の 5 の装置及び 9

の試験条件に定める規格に適

合する塩水噴霧室において、同

規格塩水噴霧試験方法の 4 の

試験用の塩溶液（pH 調節は 4.

2.1 中性塩水噴霧試験による。）

に定める規格に適合する塩水

を 24 時間以上噴霧することに

より確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

b.  略 

 

１(1)a. 次のイ又はロに掲げる基準

に適合することを確認したもの

をもって合格したものとする。 

イ  JIS Z 2371(2015)塩水噴

霧試験方法の 5 の装置及び

9 の試験条件に定める規格

に適合する塩水噴霧室にお

いて、同規格塩水噴霧試験

方法の 4 の試験用の塩溶液

に定める規格に適合する塩

水を 24 時間以上噴霧した

後、目視等により材質及び

耐食処理膜等に著しい変化

が生じないものであること。

 

ロ  付表に示す材料であって、

イと同等以上の耐食性を有

するものであること。 

b.  略 

 

１ 本体に使用する材料は、次に掲

げるものであること。 

(1) 金属を使用するものにあって

は、耐食性のある金属又は表面

に耐食処理を施した金属であっ

て、す
・

その他使用上支障のある

欠陥がないものであること。 

 

１(1)a. 耐食性又は耐食処理につい

ては、日本工業規格 Z 2371(2

000)塩水噴霧試験方法の 3.装

置及び 9.噴霧室の条件に定め

る規格に適合する塩水噴霧室

において、同規格塩水噴霧試

験方法の 7.試験用塩溶液（pH

調節は 7.2.1 中性塩水噴霧試験

による。）に定める規格に適合

する塩水を 24 時間以上噴霧す

ることにより確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

b.  略 

 

１(1)a. 次のイ又はロに掲げる基準

に適合することを確認したもの

をもって合格したものとする。 

イ  日本工業規格 Z 2371(20

00)塩水噴霧試験方法の 3.

装置及び 9.噴霧室の条件に

定める規格に適合する塩水

噴霧室において、同規格塩

水噴霧試験方法の 7.試験用

塩溶液に定める規格に適合

する塩水を 24 時間以上噴

霧した後、目視等により材質

及び耐食処理膜等に著しい

変化が生じないものであるこ

と。 

ロ  付表に示す材料であって、

イと同等以上の耐食性を有

するものであること。 

b.  略 

 

 

JIS 法改正に備え、「JIS」に変

更（以降同様） 

引用 JIS 最新版の適用 

(2) キャップ、端子箱及び表示窓等

を除く箇所に金属以外の樹脂等

高分子材料を使用するものにあっ

ては、次に掲げる条件に適合する

ものであること。 

a.  略 

b. 難燃性を有するものであるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)a.  略 

 

 

 

 

 

b. 難燃性については、本体の外

面の 9 ㎝ 2 以上の正方形の平

面部分（9 ㎝ 2 の平面部分を有

しないものにあっては、原厚の

まま一辺の長さが 3 ㎝の正方

形に切り取った試験片）を水平

面に対して、約 45°に傾斜させ

た状態において当該試験片の

下端中央部にノズルの内径が

0.5 ㎜のガスバーナの空気口を

閉 じ た 状 態 で 、 発 熱 量

50.2MJ/kg 以上のガスを燃焼さ

せた長さ 20 ㎜の炎の先端を垂

直下から 5 秒間あて、炎を取り

去り、当該試験片が 10 秒を超

えて燃え続けないことを確認す

ること。 

 

(2)a.  略 

 

 

 

 

 

b. Ｂ欄に掲げる方法により試験

を行い、難燃性を有することを

確認したものをもって合格した

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) キャップ、端子箱及び表示窓等

を除く箇所に金属以外の樹脂等

高分子材料を使用するものにあっ

ては、次に掲げる条件に適合する

ものであること。 

a.  略 

b. 難燃性を有するものであるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)a.  略 

 

 

 

 

 

b. 難燃性については、本体の外

面の 9 ㎝ 2 以上の正方形の平

面部分（9 ㎝ 2 の平面部分を有

しないものにあっては、原厚の

まま一辺の長さが 3 ㎝の正方

形に切り取った試験片）を水平

面に対して、約 45 度に傾斜さ

せた状態において当該試験片

の下端中央部にノズルの内径

が 0.5 ㎜のガスバーナの空気

口 を 閉 じ た 状 態 で 、 発 熱 量

50.2MJ/kg 以上のガスを燃焼さ

せた長さ 20 ㎜の炎の先端を垂

直下から 5 秒間当て、炎を取去

り、当該試験片が 10 秒を超え

て燃え続けないことを確認する

こと。 

 

(2)a.  略 

 

 

 

 

 

b. Ｂ欄に掲げる方法により試験

を行い、難燃性であることを確

認したものをもって合格したも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の修正 

（以降同様） 

 

 

 

単位表記の修正 

（以降同様） 
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新 旧 
コメント 

技術上の基準（Ａ） 検査の方法（Ｂ） 検査の合格基準（Ｃ） 技術上の基準（Ａ） 検査の方法（Ｂ） 検査の合格基準（Ｃ） 

c. 低温において使用上支障の

あるぜい化、変形等のないこ

と。 

 

c. 温度－30℃の空気中に 24 時

間以上放置した後、使用上支

障のあるぜい化、変形等のな

いことを確認すること。 

 

c. Ｂ欄に掲げる方法により試験

を行い、目視により、使用上支

障のあるぜい化、変形等のな

いことを確認したものをもって

合格したものとする。 

 

c. 低温において使用上支障の

あるぜい化、変形等のないこ

と。 

 

c. 温度－30 度の空気中に 24 時

間以上放置した後、使用上支

障のあるぜい化、変形等のな

いことを確認すること。 

 

c. Ｂ欄に掲げる方法により試験

を行い、目視により、使用上支

障のあるぜい化、変形等のな

いことを確認したものをもって

合格したものとする。 

 

 

２～４  略 ２～４  略 ２～４  略 ２～４  略 ２～４  略 ２～４  略  

５ 漏えい検知部の入口、出口の取

付けねじ等は、(1)、(2)又は(3)及び

(4)に掲げる条件に適合するもので

あること。 

(1) JIS B 0203(1999)管用テーパね

じに定める規格に適合するもの

であること。 

５(1) JIS B 0253(1985)管用テーパね

じゲージにより確認すること。 

 

５(1) Ｂ欄に掲げる方法により検査

を行い、基準に適合していること

を確認したものをもって合格した

ものとする。 

 

５ 漏えい検知部の入口、出口の取

付けねじ等は、(1)、(2)又は(3)及び

(4)に掲げる条件に適合するもので

あること。 

(1) 日本工業規格 B 0203(1999)管

用テーパねじに定める規格に適

合するものであること。 

５(1) 日本工業規格 B 0253(1985)

管用テーパねじゲージにより確

認すること。 

 

５(1) Ｂ欄に掲げる方法により検査

を行い、基準に適合していること

を確認したものをもって合格した

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ユニオン接合するものにあって

は、JIS B 2301(2013)ねじ込み

式可鍛鋳鉄製管継手の表 A.19 

Ⅰ形ユニオンに定める規格に適

合するねじであること。 

(2) JIS B 2301(2013)ねじ込み式

可鍛鋳鉄製管継手の表 A.19 Ⅰ

形ユニオンに定める規格に適合

することを確認すること。 

(2) Ｂ欄に掲げる方法により検査を

行い、基準に適合していることを

確認したものをもって合格したも

のとする。 

(2) ユニオン接合するものにあって

は、日本工業規格 B 2301(200

4)ねじ込み式可鍛鋳鉄製管継手

の付表 19 のⅠ型ユニオンに定

める規格に適合するねじである

こと。 

(2) 日本工業規格 B 2301(2004)

ねじ込み式可鍛鋳鉄製管継手

の付表 19 のⅠ型ユニオンに定

める規格に適合することを確認

すること。 

(2) Ｂ欄に掲げる方法により検査を

行い、基準に適合していることを

確認したものをもって合格したも

のとする。 

引用 JIS 最新版の適用 

 

誤記訂正 

(3)～(4)  略 (3)～(4)  略 (3)～(4)  略 (3)～(4)  略 (3)～(4)  略 (3)～(4)  略  

６  略 ６  略 ６  略 ６  略 ６  略 ６  略  

７ 3L/h 未満の流量を継続して検知

したときに表示する機能（以下「微

少漏えい検知機能」という。）を有

すること。 

 

７ 3L/h 未満の流量を継続したとき

に 30 日以内に表示することを確認

すること。 

 

７ Ｂ欄に掲げる方法により試験を

行い、当該基準に適合していること

を確認したものをもって合格したも

のとする。 

 

７ 3 ㍑/h 未満の流量を継続して検

知したときに表示する機能（以下

「微少漏えい検知機能」という。）を

有すること。 

 

７ 3 ㍑/h 未満の流量を継続したと

きに 30 日以内に表示することを確

認すること。 

 

７ Ｂ欄に掲げる方法により試験を

行い、当該基準に適合していること

を確認したものをもって合格したも

のとする。 

 

単位表記の修正 

（以降同様） 

８ 調整器の調整圧力又は調整器

の閉塞圧力の異常を検知し、か

つ、表示する機能を有するものに

あっては、当該機能が正常に作動

すること。 

 

８(1) 調整器の調整圧力の下限値

異常については、2.3kPa 未満の

圧力で 21L/h 以上の流量を流し

たとき 30 日以内に表示すること

を確認すること。 

(2) 調整器の調整圧力の上限値異

常については、3.3kPa を超える

圧力で 21L/h 以上の流量を流し

たとき 30 日以内に表示すること

を確認すること。 

(3) 調整器の閉塞圧力異常につい

ては、21L/h 以上 500L/h 以下

の流量を流し、ガス停止時、

3.5kPa 超となる圧力を加えたと

き 30 日以内に表示することを確

認すること。 

８ Ｂ欄に掲げる方法により試験を

行い、当該基準に適合していること

を確認したものをもって合格したも

のとする。ただし、確認の方法等に

ついては、液化石油ガス用マイコン

型流量検知式自動ガス遮断装置

（Ｓ型）検査規程運用細則又は液

化石油ガス用マイコン型流量検知

式自動ガス遮断装置（Ｅ型）検査規

程運用細則に定めるものとする。こ

の場合、「400L/h」を「300L/h」と読

み替えるものとする。 

８ 調整器の調整圧力又は調整器

の閉そく圧力の異常を検知し、か

つ、表示する機能を有するものに

あっては、当該機能が正常に作動

すること。 

 

８(1) 調整器の調整圧力の下限値

異常については、2.3kPa 未満の

圧力で 21 ㍑/h 以上の流量を流

したとき 30 日以内に表示するこ

とを確認すること。 

(2) 調整器の調整圧力の上限値異

常については、3.3kPa を超える

圧力で 21 ㍑/h 以上の流量を流

したとき 30 日以内に表示するこ

とを確認すること。 

(3) 調整器の閉そく圧力異常につ

いては、21 ㍑/h 以上 500 ㍑/h

以下の流量を流し、ガス停止

時、3.5kPa 超となる圧力を加え

たとき 30 日以内に表示すること

を確認すること。 

８ Ｂ欄に掲げる方法により試験を

行い、当該基準に適合していること

を確認したものをもって合格したも

のとする。ただし、確認の方法等に

ついては、液化石油ガス用マイコン

型流量検知式自動ガス遮断装置

（Ｓ型）検査規程運用細則又は液

化石油ガス用マイコン型流量検知

式自動ガス遮断装置（Ｅ型）検査規

程運用細則に定めるものとする。こ

の場合、「400 ㍑/h」を「300 ㍑/h」

と読み替えるものとする。 

 

字句の修正 
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コメント 

技術上の基準（Ａ） 検査の方法（Ｂ） 検査の合格基準（Ｃ） 技術上の基準（Ａ） 検査の方法（Ｂ） 検査の合格基準（Ｃ） 

９～11  略 ９～11  略 ９～11  略 ９～11  略 ９～11  略 ９～11  略  

12 通常の使用状態において、温度

変化により使用上支障のある影響

を受けないものであること。 

 

12(1) 温度－30℃の恒温槽内に入

れ使用状態で 1 時間放置した

後、前記７の作動試験及び９の

漏れ試験を行い、当該基準に適

合することを確認すること。 

 

(2) 温度 60℃の恒温槽内に入れ

使用状態で 1 時間放置した後、

前記７の作動試験及び９の漏れ

試験を行い、当該基準に適合す

ることを確認すること。 

 

12(1) 温度－30℃の恒温槽内に 1

時間放置した後、前記７の作動

試験及び９の漏れ試験を行い、

当該基準に適合することを確認

したものをもって合格したものと

する。 

(2) 温度 60℃の恒温槽内に 1 時

間放置した後、前記７の作動試

験及び９の漏れ試験を行い、当

該基準に適合することを確認し

たものをもって合格したものとす

る。 

 

12 通常の使用状態において、温度

変化により使用上支障のある影響

を受けないものであること。 

 

12(1) 温度－30 度の恒温槽内に入

れ使用状態で 1 時間放置した

後、前記７の作動試験及び９の

漏れ試験を行い、当該基準に適

合することを確認すること。 

 

(2) 温度 60 度の恒温槽内に入れ

使用状態で 1 時間放置した後、

前記７の作動試験及び９の漏れ

試験を行い、当該基準に適合す

ることを確認すること。 

 

12(1) 温度－30 度の恒温槽内に 1

時間放置した後、前記７の作動

試験及び９の漏れ試験を行い、

当該基準に適合することを確認

したものをもって合格したものと

する。 

(2) 温度 60 度の恒温槽内に 1 時

間放置した後、前記７の作動試

験及び９の漏れ試験を行い、当

該基準に適合することを確認し

たものをもって合格したものとす

る。 

 

 

13 通常の使用状態において、湿度

変化により使用上支障のある影響

を受けないものであること。 

 

13 使用状態で温度 40℃±2℃、湿

度 90％以上の湿度試験装置内に

48 時間放置した後、前記７の作動

試験及び９の漏れ試験を行い、当

該基準に適合することを確認する

こと。 

 

13 温度 40℃±2℃、湿度 90％以上

の湿度試験装置内に 48 時間放置

した後、取り出し、前記７の作動試

験及び９の漏れ試験を行い、当該

基準に適合することを確認したもの

をもって合格したものとする。 

 

13 通常の使用状態において、湿度

変化により使用上支障のある影響

を受けないものであること。 

 

13 使用状態で温度 40±2 度、湿度

90％以上の湿度試験装置内に 48

時間放置した後、前記７の作動試

験及び９の漏れ試験を行い、当該

基準に適合することを確認するこ

と。 

 

13 温度 40±2 度、湿度 90％以上の

湿度試験装置内に 48 時間放置し

た後、取出し、前記７の作動試験及

び９の漏れ試験を行い、当該基準

に適合することを確認したものをも

って合格したものとする。 

 

 

14 温度変化の繰返しに耐えるもの

であること。 

14 温度変化反復試験装置におい

て次図の温度変化を 5 サイクル繰

り返し、常温において 2 時間放置し

た後、前記７の作動試験及び９の

漏れ試験を行い、当該基準に適合

すること。この場合温度変化は、1

分間当たり 3℃±2℃の範囲内で

変化させること。 

 

14 温度変化反復試験装置により、

Ｂ欄に掲げる図の温度変化を 5 サ

イクル繰返し、常温で 2 時間放置

した後、取り出し、前記７の作動試

験及び９の漏れ試験を行い、当該

基準に適合することを確認したもの

をもって合格したものとする。 

 

 

14 温度変化の繰り返しに耐えるも

のであること。 

14 温度変化反復試験装置におい

て次図の温度変化を 5 サイクル繰

り返し、常温において 2 時間放置し

た後、前記７の作動試験及び９の

漏れ試験を行い、当該基準に適合

すること。この場合温度変化は、1

分間当たり 3±2℃の範囲内で変

化させること。 

 

14 温度変化反復試験装置により、

Ｂ欄に掲げる図の温度変化を 5 サ

イクル繰返し、常温で 2 時間放置し

た後、取出し、前記７の作動試験及

び９の漏れ試験を行い、当該基準

に適合することを確認したものをも

って合格したものとする。 
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15～22  略 15～22  略 15～22  略 15～22  略 15～22  略 15～22  略  

23 漏えい検知部の通信機能を有す

るものにあっては、下記の条件のと

き信号を送受信すること。 

(1) 微少漏えい検知時 

(2) 電池電圧低下時 

(3) 調整器調整圧力等異常検知時

（当該機能を有するものに限

る。） 

 

23 信号が出ることを信号送受信装

置により確認すること。 

 

23 信号送受信装置を用い、Ａ欄(1)

から(3)の条件のとき信号を送受信

することを確認したものをもって合

格したものとする。 

 

23 漏えい検知部の通信機能を有す

るものにあっては、下記の条件のと

き信号を送受信すること。 

(1) 微少漏えい検知時 

(2) 電池電圧低下時 

(3) 調整器調整圧等異常検知時

（当該機能を有するものに限

る。） 

 

23 信号が出ることを信号送受信装

置により確認すること。 

 

23 信号送受信装置を用い、Ａ欄(1)

から(3)の条件のとき信号を送受信

することを確認したものをもって合

格したものとする。 

 

 

 

 

 

 

字句の修正 

24～26  略   24～26  略    

27 次に掲げる事項が記載された取

扱説明書が添付されていること。 

(1) 漏えい検知部の構成部位と作

動説明 

(2) 仕様 

(3) LP ガス設備の規模、態様等に

より適応できないものがあるとき

はその旨 

(4) 設置、取付けの方法及び注意

事項 

(5) 設置、取付け後の点検に関す

る事項 

(6) 使用上の注意事項 

(7) その他 

 

27 目視等により確認すること。 

 

27 目視等により確認したものをもっ

て合格したものとする。 

 

27 次に掲げる事項が記載された取

扱説明書が添付されていること。 

(1) 漏えい検知部の構成部位と作

動説明 

(2) 仕様 

(3) LP ガス設備の規模、態様等に

より適応できないものがあるとき

はその旨 

(4) 設置、取付の方法及び注意事

項 

(5) 設置、取付後の点検に関する

事項 

(6) 使用上の注意事項 

(7) その他 

 

27 目視等により確認すること。 

 

27 目視等により確認したものをもっ

て合格したものとする。 

 

 

 


